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平成１６年度災害対策関係補正予算重要事項 
 

○  平成１６年度においては、７月梅雨前線豪雨・観測史上最高の１０回
にわたる台風の上陸・最大震度７を記録した新潟県中越地震等の災害に
より、死傷者の数も多数に上るとともに我が国の国土が多大なる被害を
受けた。 
○  こうした状況を踏まえ、今般の補正予算において災害対策として、  
１兆３，６１８億円を計上している。 

 

１ 災害の復旧 

○ 災害復旧事業 

  平成 16 年の発災に係る台風、豪雨及び新潟県中越地震等による各種施設の被害
の早期復旧を図る。 
 
<負担法・暫定法関係> 

・公共土木施設災害復旧事業費（国土交通省）      ６１７，０６０百万円 

・農林水産業施設災害復旧事業費（農林水産省）     ２０２，１２９百万円 

<ライフライン関係> 

・水道施設災害復旧事業費（厚生労働省）          ８，４１７百万円 

<文教関係> 

・国立大学法人等施設災害復旧費（災害復旧）（文部科学省） １０，１２８百万円 

・公立学校施設災害復旧費（文部科学省）         １５，８０５百万円 

・公立社会教育施設災害復旧費（文部科学省）        ３，７７５百万円 

・私立学校施設災害復旧費【文部科学省】            ６５１百万円 

・国宝重要文化財等保存整備費（文部科学省）        ２，２６２百万円 

<医療・福祉関係> 

・医療施設等災害復旧費（厚生労働省）           １，１００百万円 

・社会福祉施設等災害復旧費（厚生労働省）         ２，２３１百万円 

・国立病院機構の病院の災害復旧（厚生労働省）         ２２１百万円 

<産業関係> 

・農林水産業共同利用施設災害復旧事業費（農林水産省）   ２，３８４百万円 

・養殖施設災害復旧事業費（農林水産省）          ２，００８百万円 

・中小企業組合等共同設備等災害復旧費（経済産業省）       ７９百万円 

<基盤等関係> 

・住宅施設災害復旧事業（国土交通省）           ２，９７２百万円 

・有料道路災害復旧事業（国土交通省）          ２５，０００百万円 

・鉄道災害復旧事業（国土交通省）               ７２７百万円 
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○ 一般公共事業関係 

台風、豪雨及び地震等による災害の防止のため緊急に対応すべき事業を実施す
る。 
 

・治山治水対策事業費（国土交通省、農林水産省）     ９９，４３５百万円 

・農業農村整備事業費（農林水産省、国土交通省）      ７，６０２百万円 

・森林水産基盤整備事業費（農林水産省、国土交通省等）   ７，０００百万円 

・道路整備事業費等（国土交通省等）           ６３，８８１百万円 

・港湾空港鉄道等整備事業費（国土交通省等）       １６，２８５百万円 

・下水道事業費（国土交通省）              １５，０００百万円 

 

○ 災害廃棄物処理事業（環境省） 

２４，１４０百万円  

○ 公共施設の耐震化 

・公立学校施設の耐震化整備（文部科学省）        ２７，９７８百万円 

・国立病院機構の病院の耐震化整備（厚生労働省）      ２，９９０百万円 

・社会福祉施設等の耐震化整備（厚生労働省）       １９，１２９百万円 

 

２ 被災者への支援 

○ 災害救助費負担金（厚生労働省） 

１７，９４７百万円 

○ 災害弔慰金等負担金（厚生労働省） 

２４９百万円 

○ 災害援護貸付金（厚生労働省） 

３，８８０百万円 

○ 被災者生活再建支援金補助金（内閣府） 

４，１４７百万円 

○ スクールカウンセラー活用事業費（文部科学省） 

９５６百万円 
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３ 被災者への生業支援 

○ 国民生活金融公庫出資金（財務省、厚生労働省） 

２０，２００百万円 

被災中小企業者の経営安定等のため、国民生活金融公庫の行う災害融資に要する資金に充て

るための出資金 

○ 中小企業金融公庫出資金（経済産業省、財務省） 

２８，０９０百万円 

被災中小企業者の経営安定等のため、中小企業金融公庫の行う中小企業信用保険事業に係る

準備基金に充てるための出資金 

 

                                 

４ 災害対応力の強化 

○ 災害対策用資機材等の整備（警察庁） 

４，６７７百万円 

夜間における迅速・的確な情報収集活動及び生存者の迅速な発見・救出活動を可能とする車

両、装備資機材等を整備 

○ 災害用資機材の整備（防衛庁） 

５，４２１百万円 

円滑かつ速やかな災害対応のための通信器材、ヘリコプター映像伝送関連資機材、救助用機

材、医療用資器材、浄水装置、天幕、被服等を計上 

○ 緊急消防援助隊関係設備の緊急整備（消防庁） 

１，７２４百万円 

大規模地震等の発生時において、迅速かつ効果的な消火・救助活動を行うために必要な救助

消防ヘリコプター、救助工作車、高度探索装置（シリウス等）等の緊急消防援助隊用設備を

緊急に整備 

○ 消防庁ヘリコプター導入（消防庁） 

６００百万円 

大規模災害時において消防庁の情報収集や先遣隊派遣等の初動対応を迅速かつ的確に行う

ために導入 
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○ 災害時における住民避難等のためのデジタル防災行政無線の緊

急整備（消防庁） 

６７３百万円 

新潟県中越地震等の被災地域において、デジタル防災無線を緊急に整備 

○ 災害用ヘリコプター導入（国土交通省） 

１，５５５百万円 

災害対策用のヘリコプターの購入 

 

５ その他 

○ 東京都三宅村における村民帰島時の安全対策（消防庁） 

１０５百万円 

三宅村への村民の帰島の開始にあたって、火山ガスの高感受性者を有する世帯への小型脱硫

装置を整備 


